
周産期母子医療センター運営費補助事業（NICU入院児家族支援加算）【拡充】

 事業目的

入院中から退院後まで、家族同士が交流し、悩みや不安、必要な情報を共有できる場の設定など、

家族支援の取組を行う周産期母子医療センターを支援する。

 事業概要

令和８年度予算（案）額：24百万円

［補助対象］周産期母子医療センター（国立の独立行政法人を除く）
［補助基準額］200万円
［補助率］ 1／2 
［規模］ ２４施設

家族同士が交流する場の設定に係る経費（人件費・消耗品費）や、家族に必要な情報の提供、普及啓
発素材の作成等に係る経費（印刷製本費、広告料）等を支援

周産期医療に関する新たな取組について 資料６
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周産期医療ネットワークグループの構築【拡充】

 事業目的

妊産婦や新生児のリスクに応じた医療機関等の機能別役割分担と医療連携を促進するため、地域の周産期母子医療セ

ンターを中心とした周産期医療のネットワークを構築している。

更なる機能別役割分担と医療連携の促進に向け、オープンシステム・セミオープンシステムの活用を推進していく。

 事業概要

令和８年度予算（案）額：16百万円

施設同士の交流を活発にし、連携先の拡大を後押しするとともに、患者情報の共有や妊婦への周
知を進めることで、妊婦が安心して過ごせるよう支援する。

［対象］周産期母子医療センター及び周産期連携病院
［所要額］1,236千円／所

※オープンシステム
妊婦健診は連携施設（診療所等）で行い、分娩は基

幹病院（周産期センター等）で連携施設の医師（又は
助産師）とともに行うもの

※セミオープンシステム
妊婦健診は連携施設で行い、分娩は基幹病院で基幹

病院のスタッフが行うもの分娩を取り扱う基幹病院 妊婦健診を実施する連携施設
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ブロック名 施設名

区中央部ブロック 愛育病院

区南部ブロック 東邦大学医療センター大森病院

区西南部ブロック 日本赤十字社医療センター

区西部ブロック 東京女子医科大学病院

区西北部ブロック 日本大学医学部附属板橋病院

区東北部ブロック 帝京大学医学部附属病院

区東部ブロック 東京都立墨東病院

多摩部ブロック 杏林大学医学部付属病院

サブグループ（西多摩） 市立青梅総合医療センター

サブグループ（南多摩） 日本医科大学多摩永山病院

サブグループ（北多摩西部） 共済立川病院

サブグループ（北多摩南部） 武蔵野赤十字病院

サブグループ（北多摩北部） 公立昭和病院

サブグループ（町田市） 町田市民病院

令和８年度周産期医療ネットワークグループ事業 委託予定病院一覧

区分 施設名 区分 施設名

総合 東京大学医学部附属病院 連携 日本医科大学付属病院

東京慈恵会医科大学附属病
院

東京北医療センター

昭和医科大学病院 東京都立豊島病院

東京都立大塚病院 荒木記念東京リバーサイド病院

東京都立多摩総合医療セン
ター

稲城市立病院

地域 聖路加国際病院 日野市立病院

順天堂大学医学部附属順天
堂医院

東京慈恵会医科大学附属西部医
療センター

国立国際医療センター 榊原記念財団附属榊原記念病院

順天堂大学医学部附属練馬
病院

東京女子医科大学附属足立
医療センター

東京かつしか赤十字母子医
療センター

賛育会病院

昭和医科大学江東豊洲病院

＜周産期医療ネットワークグループ＞
（ブロック８施設、多摩サブグループ６施設 合計14施設）

＜オープンシステム・セミオープンシステム＞
（21施設）※赤字19施設がR8新規
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ＮＩＣＵ入院児相談支援事業

目的／ＮＩＣＵに入院している小児の成長発達の促進や、家族の不安軽減に取組むファミリーセンタードケアを推進する

事業概要

ファミリーセンタードケア研修事業 ファミリーセンタードケア推進事業

（長野県立こども病院委託） （都立墨東病院・小児総合医療センター委託）

進捗状況と今後の計画

「Close Collaboration with Parents」

フィンランドトゥルク大学開発のプログラム

病棟や職員のマインド・コミュニケーションの変革

「Close Collaboration with Parents」研修受講

病棟全体のトレーニングにより、組織的にファミリー

センタードケアを底上げ

期待される効果／入院期間の短縮、成長発達の促進、予定外の外来受診減少、産後抑うつ気分改善、不安軽減など

長野県立こども病院における研修
（メンター研修）

各病院における研修（スタッフ研修）
CCを活用したファミリーセンタードケア実践
中間評価

CCを活用したファミリーセンタードケア実践
効果測定

令和7年度 令和８年度 令和９年度
モ
デ
ル
事
業
終
了

２１
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ポスター・リーフレットを関係機関に配布 日本新生児成育医学会でご紹介

のびのび～NICU入院児支援手帳～
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世界早産児デーの取組
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 事業目的

低出生体重児等の疾病予防や健康状態の改善に効果があるドナーミルクの利用やドナー登録を行う医

療機関を支援し、ドナーミルクを必要とするNICU入院児が利用可能な環境を整備する。

 事業概要

ドナー登録に係る経費（問診・採血に係る人件費、事務費など）を支援

［補助対象］ドナー登録を行う医療機関（産科等）

［基準額］3,000円×ドナー登録数

［補助率］10/10

［R7申請施設数］13施設

ドナーミルク使用に係る経費を支援

［補助対象］NICUを有する医療機関（32施設）

［対象経費］ドナーミルク使用量に応じた

母乳バンクに対する年会費

［基準額］上限180万円

［補助率］10/10

［R7申請施設数］16施設

令和８年度予算（案）額：23百万円

ドナー
登録施設

使用施設
（NICU）

母乳バンク

ドナーミルク
使用量に応じ

た会費検査キット

検査に係る人件費等

ドナー情報

ドナー（提供者）

令和７年度予算額：32百万円

ドナーミルク利用支援事業
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令和８年度
（ 年度）

東京都予算案の概要

令和８年１月
東 京 都
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線

Ⅰ 一人ひとりの「叶えたい」を支え、子供・若者の笑顔があふれる都市

望む人の妊娠・出産 乳幼児期 学齢期以降

出会い・結婚

「チルドレンファーストの社会」実現に向けた施策の強化コ ラ ム

約 兆円

ダイバー
シティ

所得制限なく０〜 歳の子供たちへ、一人当たり月額５千円を支給

都の先駆的なチルドレンファーストの政策の効果により、
出生数等に下げ止まりの兆し

▼
更なる取組強化のため、望む人が安心して
一歩を踏み出せるシームレスな支援を展開

保育園等 小中学校 高校等

保育料等の無償化
第一子まで拡大

学校給食費の
負担軽減

高校等授業料の
実質無償化

０歳から 歳まで、切れ目のない支援を実施

◆ 多様な他者との関わりの機会の創出 ◆ 東京都認証学童クラブ事業
◆ ベビーシッター利用支援事業

◼ 安全・安心な妊娠・出産への支援等 ⑧ 億円（⑦ 億円）

８年度の取組内容

健康管理等について正しい知識を
学ぶ講座の実施規模を拡大
（⑦ 人→⑧ 人）

◆ 72. <2プレコンゼミ
妊娠・出産の知識と健康づく
りを学ぶセミナーを区部と
多摩で新規開催

大学生世代向け
プレコンセミナー

中高生等が、身体や心の悩み
について相談できるよう医療
機関を支援

ユースクリニックの
支援

母体の健康を守るため、妊娠から出産までの+&/ ・
インスリンポンプ使用の自己負担額の一部を支援
＊基礎インスリン量を自動調整するシステム

基礎疾患のある方の安全・安心な
妊娠・出産のための療法支援

妊娠前から産後までの健康管理や次の妊娠に向けて
気をつけることなどについて動画で発信

基礎疾患のある妊産婦等へのプレコンや
インターコンセプションケア普及啓発動画

新

新

新

新

１ 望む人の出会い・結婚、妊娠・出産、子育てをシームレスに支援
⑧ 億円（⑦ 億円）

&KLOGUHQ

➢ 東京ユースヘルスケア推進事業【福祉】 ⑧８億円（⑦３億円）
区市町村や医療機関と連携して、中高生等（ユース）の思春期特有の悩みに対する支援体制を
整備するほか、妊娠・出産を考える世代におけるプレコンセプションケアの取組を促進するた
め、妊娠・出産に関する適切な知識の普及などを推進

チルドレンファースト予算

約 兆円
Ｒ７予算

Ｒ８予算

妊娠時 出産後 １歳・２歳前後
６万円 万円 ６万円

◆ 令和８年を「結婚のきっかけにしたい特別な１年に」（令和八年結婚おうえんキャンペーン）
◆ 結婚支援マッチング事業
◆ 気運醸成イベント

◆ 72. <2ふたり結婚応援パスポート
◆ 婚活・結婚関連情報の発信

◆ 東京ライフデザインシミュレーター
◆ 婚活・結婚関連団体との連携

Ｒ８強化ポイント

Ｒ８強化ポイント Ｒ８強化ポイント
０〜 歳の子供たちへ、一人当たり１万１千円を１回支給
【5 補正予算】◆ 不妊治療支援

◆ プレコンセプションケア
◆ とうきょうママパパ応援事業
＋東京都出産・子育て応援事業

◆ 赤ちゃんファースト＋（プラス）
物価高や実質賃金の状況を踏まえ、出生者
一人当たり３万円を支援【5 補正予算】

◆ ０１８サポート
◆ 卵子凍結への支援
◆ 東京都無痛分娩費用助成等事業
◆ ファミリー・アテンダント

◆ 子育て応援＋（プラス）
８
年
度
の
取
組
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線
Ⅰ 一人ひとりの「叶えたい」を支え、子供・若者の笑顔があふれる都市

➢ 都立学校における産婦人科医を活用したユースヘルスケア事業【教育】
⑧ 億円（⑦ 億円）

産婦人科学校医の任用やオンライン相談の実施規模を拡大し、全ての都立学校において、生徒
が抱える思春期特有の心身の悩み等のヘルスケアに関する専門的な相談体制を整備
（対面相談︓⑦ 校→⑧ 校、オンライン相談︓⑦ 校→⑧ 校）

➢ 卵子凍結への支援【福祉】 ⑧ 億円（⑦ 億円）
妊娠・出産を望む女性の選択肢を広げるため、卵子凍結に係る費用の助成（最大 万円）や
それに伴う後年調査を実施するとともに、関心を持つ方への基礎セミナーを新たに通年で配信

➢ 性と健康の相談センター事業【福祉】 ⑧１億円（⑦２億円）
基礎疾患がある妊産婦や妊娠を希望する女性が「妊娠と薬外来」への相談に適切につながるよ
う、医療機関による相談体制の整備を支援（支援単価︓ 円 件、規模︓ 件）

➢ 東京都無痛分娩費用助成等事業【福祉・保医】 ⑧ 億円（⑦ 億円）
無痛分娩を希望する女性が、費用などを理由に無痛分娩を断念することなく、安心して出産で
きる環境を整備するため、対象医療機関で出産した場合の費用の助成や、医療従事者向け研修
等を実施（助成額︓上限 万円、規模︓ 件）

➢ 不妊治療費助成【福祉】 ⑧ 億円（⑦ 億円）
子供を望む方が、経済的な事情に関わらず安心して不妊治療に取り組めるよう、これまで医療
保険対象外の先進医療のみとしていた助成対象を拡大し、新たに、医療保険対象である体外受
精及び顕微授精を含めた自己負担額全体に対して支援を実施

拡充内容
助 成 対 象 ［保 険 対 象］生殖補助医療に係る費用（新規）

［保険対象外］先進医療に係る費用（拡充）
助成金額・規模 上限︓ 万円、規模︓⑧ 件（⑦ 件）
開 始 時 期 令和８年 月を予定（対象︓同年４月以降の治療開始分）

先進医療 ＊医療保険外

［７年度］助成範囲

生殖補助医療（体外受精・顕微授精） ＊医療保険対象

［８年度］助成範囲を拡大（上限 万円）

公的保険負担

先進医療
（拡充）

生殖補助医療
（新規）

自己負担

➢ とうきょうママパパ応援事業【福祉】 ⑧ 億円（⑦ 億円）
妊娠・出産期から子育て期にわたる切れ目ない支援のため、区市町村に対して、妊婦全数面接
や産後ケア事業、家事・育児支援などの取組を支援するほか、産後ケア施設の改修支援につい
て、国支援を超える整備費や開業までの賃借料等を新たに助成し、受け皿を拡充

➢ 東京都出産・子育て応援事業【福祉】 ⑧ 億円（⑦ 億円）
妊婦や子育て家庭に対して、妊娠時、出産後及び１歳・２歳前後の時期において、子育て支援
サービスの利用や育児用品等の提供による経済的支援を行うとともに、とうきょうママパパ応
援事業による伴走型相談支援を一体的に実施
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線

新 ➢ ３歳児健康診査における視覚検診支援事業

新

（子供家庭支援区市町村包括補助事業）【福祉】 ⑧包括補助
３歳児健診において視力検査の精度を一層高めるため、ランドルト環 の使用や視能訓練士の
配置に取り組む区市町村への支援を実施（補助単価︓ 円 日、補助率︓ ）
＊視力検査で使用される「&」のマーク

など

新 ➢ 妊産婦ヘルスケアモニタリング検証事業【福祉】 ⑧７百万円（新規）

新
保健師等の配置数が少なく、医療資源が限られている島しょ・山間地域において、妊産婦の
ニーズや地域特性を踏まえ、デジタル技術を活用してきめ細かな支援を行うため、スタート
アップを活用したトライアル事業を実施（島しょ・山間部各１か所）

➢ 母子保健支援事業【福祉】 ⑧２億円（⑦ 億円）
都民の利便性向上や区市町村の事務負担軽減を図るため、産後ケア施設予約アプリ等を導入す
る区市町村に対し、補助を行うなど、母子保健分野のＤＸ等を推進

新 ➢ 産婦・乳幼児健康診査支援事業【福祉】 ⑧２億円（新規）

新
産婦健診及び１か月児健診に係る都内共通受診方式の導入（令和８年 月開始）に向けた普
及啓発等のほか、５歳児健診従事者への研修を実施するなど、都内の健診実施体制の整備を
推進

➢ 妊産婦メンタルヘルス対策事業【福祉】 ⑧ 億円（⑦ 億円）
妊産婦のメンタルヘルス対策を着実に進めていくため、新たに母子保健医療の従事者に対する
研修を行うほか、精神科医等による相談や事例検討会を実施する区市町村への支援を実施

◼ 子育てしやすい環境づくり ⑧ 億円（⑦ 億円）

利用
時間
月

➢ 多様な他者との関わりの機会の創出【福祉】 ⑧ 億円（⑦ 億円）
保育所等の利用がない未就学児について、保育所等で「こども誰でも通園制度」の対象の年齢
や利用時間の上限を超えて預かる取組を継続し、全てのこどもたちの「子育ち」を着実に支援

事業内容

多様な他者との関わりの
機会の創出（都制度）

こども誰でも通園制度
（国制度）

年齢 未就学児 ０歳６か月〜２歳児

利用時間 上限なし 上限︓ 時間 月

負担割合 都︓ 国︓ 、都︓ 、
区市町村︓

０歳 ６か月 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 年齢

時間

国制度
０歳６か月〜２歳
月 時間まで

都制度
就学前まで、利用時間上限なし

➢ 保育料等無償化【福祉・生文】 ⑧ 億円（⑦ 億円）
本来、国がなすべきである保育料の無償化の取組について、国に対応を求めつつ、国が実施す
るまでの間、全ての家庭について年齢や所得にかかわらない保育料等の無償化を継続
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Ⅰ 一人ひとりの「叶えたい」を支え、子供・若者の笑顔があふれる都市

➢ ベビーシッター利用支援事業【福祉】 ⑧ 億円（⑦ 億円）
子育て世帯のベビーシッター利用料を一部補助するとともに、ベビーシッターの人材確保等に
向けた広報活動の実施や、利用者の利便性向上につながる取組を実施

➢ 東京都病児保育推進事業【福祉】 ⑧ 億円（⑦ 億円）
病児・病後児保育施設の運営経費等を支援するほか、病児保育について都民ニーズの調査やベ
ビーシッターを活用した検証を実施するとともに、送迎サービスのニーズなども含めて幅広い
検討を行い施策に反映させることに加えて、新たに病児保育予約システム導入を進める区市町
村を支援

➢ ０１８サポート【福祉】 ⑧ 億円（⑦ 億円）
子供の成長を等しく支えるため、０歳から 歳までの全ての子供に月額 円を支給
（規模︓ 万人）

新 ➢ 子育て応援＋（プラス）【福祉】 ⑧３億円（⑦補正計上）
実質賃金がマイナスの状況が続く中、子育て世帯を応援するため、東京アプリ生活応援事業の
支給対象外である０歳から 歳の子供に対し、１人当たり 円を支給

７年度最終補正予算における取組
対象者 支給額

・令和８年２月２日〜令和９年４月１日の
期間内で、０〜 歳の都民に１回支給

・ただし、対象期間内に 歳を迎える都民を除く
（東京アプリ生活応援事業の支給対象外の都民）

１人当たり
円を支給

＊東京アプリ生活応援事業
と同額を支援

補正予算額︓ 億円

サポートの
インフラを活用し、
プッシュ型支給
（申請不要）

➢ 東京都認証学童クラブ事業【福祉】 ⑧ 億円（⑦ 億円）
保護者や子供のニーズに応じて様々な選択や利用が可能となるよう、国を上回る都独自の運営
基準を満たす学童クラブを認証し、運営費を補助（土曜日開所ニーズに合わせ柔軟な基準を新
たに設定）

➢ 学童クラブ待機児童解消区市町村支援事業【福祉】 ⑧ 億円（⑦ 億円）
学童クラブ待機児童解消に向けて、区市町村に対して認証学童クラブの設置等を支援するほか、
児童館等を活用した多様な居場所づくりについても支援

➢ 朝の子供の居場所づくり【教育】 ⑧４億円（⑦ 億円）
平日の朝の子供たちの安全・安心な居場所づくりに取り組む区市町村に対して補助を実施する
ほか、新たに小学生の夏休みの午前中に体力や生活のリズムを保つための体育館等での居場所
づくりも助成し、子供たちが地域社会の中で健やかに成長できる環境を整備
（規模︓⑦ 校→⑧ 校）
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線

◆ 学童クラブ事業費補助【福祉】 ⑧ 億円（⑦ 億円）
放課後児童支援員の処遇改善や常勤配置を促し、人材の確保と定着を図るため、学童クラブ事業者に対
して運営費等の経費を補助

新 ➢ 学童クラブ従事職員宿舎借り上げ支援事業【福祉】 ⑧１億円（新規）

新
学童クラブ職員の確保・定着を図るため、借上げ宿舎を確保する事業者に対して、区市町村が経費の支
援を行う場合に、その費用の一部を負担

事業内容

放課後児童支援員の確保・定着に向けた取組

新

■ 待機児童対策計画の策定、認証学童クラブ（ 人分）

■ 下記以外（ 人分）
［補助基準額］

１戸当たり
円 月都 区市町村 事業者

都 区市町村 事業者区市町村への
補助率を嵩上げ

嵩上げにより、
待機児童対策計画の策定や、
認証学童移行へのインセンティブに

［負担割合］

など

◼ 令和８年を特別な年として気運醸成や政策を強化 ⑧ 億円（⑦９億円）

令和八年 結婚おうえんキャンペーン

「末広がり」を連想する令和八年は、
「結婚のきっかけにしたい特別な１年」として、八にちなんだ様々なキャンペーンを展開し、
結婚に関する都民の望みが叶うように応援

◆ 気運醸成イベント【生文】 ⑧１億円（⑦ 億円）
結婚に向けた気運を醸成するため、令和８年８月８日に開催するコアイベントを含め、年間を通じて計
４回実施（規模︓⑦３回→⑧４回）

◆ 結婚支援マッチング事業【生文】 ⑧２億円（⑦１億円）
ＡＩマッチングシステム「ＴОＫＹＯ縁結び」において独身証明書のオンライン取得を可能とすることに
加え、出会いの機会を創出する交流イベントを「八」にちなんだ日程や企画で開催する（イベント参加
人数︓⑦ 人→⑧ 人規模）ほか、真剣交際カップルや成婚レポートが掲出された方に対し東京
ポイントをプレゼントするなど、結婚に向けた取組を強力に後押し

新 ➢ 婚活関連団体と連携した婚活サポート【生文】 ⑧ 億円（新規）

新 民間事業者団体と連携した婚活交流イベントを開催（実施回数︓計５回、規模︓ 人 回）
新

⑧７億円

新 ➢ 結婚支援事業の広報【生文】 ⑧ 億円（新規）

新 都の実施する結婚支援事業全体について、メリハリある計画的なプロモーションを実施するなど、戦略
的な広報を展開し、「令和八年 結婚おうえんキャンペーン」を盛り上げて結婚気運を醸成

新
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